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○用語の説明

用語 説明

一日平均使用水量 お客さまが使用する一日当たりの水量

一日平均配水量 浄水場から配水する一日当たりの水量

一日最大配水量 浄水場から配水する一日当たりで最大の水量

実績期間 一日平均使用水量の推計に用いる実績の期間

有収率（計画有収率） 一日平均配水量に対する一日平均使用水量の割合

負荷率（計画負荷率） 一日最大配水量に対する一日平均配水量の割合

給水人口 給水対象の人口

生活用水使用水量 家庭で使用される一日当たりの水量

生活用水原単位 家庭で使用される一人一日当たりの水量

都市活動用水使用水量 事務所、学校、病院等で使用される一日当たりの水量

工場用水使用水量 工場で使用される一日当たりの水量

決定係数 実績に対して回帰式の当てはまりの良さを示す

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 参考資料１－１

3



１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し

○現行の水道需要の見通し 第８回東京都水道事業運営戦略検討会議
（令和元年11月14日）より

参考資料１－２
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○令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し

第８回東京都水道事業運営戦略検討会議
（令和元年11月14日）より

参考資料１－３
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１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し

○現行の水道需要の見通し 東京水道施設再構築基本構想
(平成24年3月)より

参考資料１－４
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○現行の水道需要の見通し 第２回東京都水道事業運営戦略検討会議
（平成30年2月2日）より

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 参考資料１－５
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○現行の水道需要の見通し

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し

第２回東京都水道事業運営戦略検討会議
（平成30年2月2日）より

参考資料１－６
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○計画一日最大配水量算定の一般的な手順 水道施設設計指針 2012
（公益社団法人日本水道協会）より

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 参考資料１－７
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○推計手法 水道施設設計指針 2012
（公益社団法人日本水道協会）より

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 参考資料１－８
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○令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 東京水道長期戦略構想2020
（令和2年7月10日）より

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 参考資料１－９
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○令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 東京水道長期戦略構想2020
（令和2年7月10日）より

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 参考資料１－１０
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○令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 東京水道長期戦略構想2020
（令和2年7月10日）より

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 参考資料１－１１
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○将来給水人口 「未来の東京」戦略ビジョン
（令和元年12月）より

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 参考資料１－１２
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○推計に用いた推計式 水道施設設計指針 2012
（公益社団法人日本水道協会）より

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 参考資料１－１３
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○計画負荷率

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し

水道施設設計指針 2012
（公益社団法人日本水道協会）より

参考資料１－１４
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○八ツ場ダム住民訴訟判決（第二審判決文を基に第一審判決文を補正）

１ 令和22(2040)年を見据えた水道需要の見通し 参考資料１－１５

（前略）平成24年3月に策定された前記「東京水道施設再構築基本構想」においても水道需要予測が
行われたこと、そこでは1日最大配水量がピーク時におおむね600万立方メートルとなる旨の見通し
が示されているところ、その算定方法が直ちに合理性を欠くものとは認められない（後略）

（前略）本件全証拠によっても、計画一日最大配水量を600万立方メートルと推計した都の水道需要
予測に、直ちに合理性を欠くものとは認められない。

17



２ 将来にわたる適切な水源の確保 参考資料２－１
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２ 将来にわたる適切な水源の確保 参考資料２－２
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２ 将来にわたる適切な水源の確保 参考資料２－３
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２ 将来にわたる適切な水源の確保 参考資料２－４

報道発表資料（国土審議会：平成２９年５月）より抜粋
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２ 将来にわたる適切な水源の確保 参考資料２－５

出典：平成２９年５月国土審議会答申の概要（第９回利根川・荒川部会資料）
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２ 将来にわたる適切な水源の確保 参考資料２－６
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２ 将来にわたる適切な水源の確保 参考資料２－７
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２ 将来にわたる適切な水源の確保 参考資料２－８
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２ 将来にわたる適切な水源の確保

○ 降水量の実績について

年降水量の経年変化をみると、最近
20～30年間は、少雨の年と多雨の年
の年降水量の開きが次第に大きく
なってきている

日降水量100㎜以上の年間日数
は、最近30年間の平均年間日数
が、統計期間最初の30年間と比
較して約1.4倍に増加している

出典：令和元年版日本の水資源の現況 出典：気象庁HP 出典：気象庁HP

日降水量1㎜以上の年間日数は、
最近30年間の平均年間日数が、
統計期間最初の30年間と比較
して約1割減少している

降水状況が二極化しており、また、無降水日も増加していることから、渇水リスクが増大

年間の無降水日が増加 年間の洪水頻度が増加降水量の差が増加

参考資料２－９

26



補修等による能力低下量

(約80万)

リスク発生時に
最低限確保すべき配水量

(約470万)

リスクによる能力低下量

(約140万)

○現行の施設能力の考え方

水 道 需 要

一日最大
配水量

一日平均
配水量

約600万

686万

約470万

（現行施設能力） 老朽化による補修工事等を想定

・約50万：補修工事等
（耐震補強、機械・電気設備改
良等による実績低下量）

・約30万：水質管理の強化等
（クリプトスポリジウム対応等に
よる実績低下量）

単位：m3／日

リ ス ク 発 生 時 施 設 能 力

施設能力を決定する際のベース

最大浄水場の停止等を想定※1

約140万：朝霞浄水場（約160万※2）停止
時に地下水（約20万）を活用
※1 平成１４年 ４５時間停止事故

※2 補修による能力低下を考慮

・リスク発生時の施設能力は、リスクや補修工事等による能力低下が生じた場合においても、給水を可能な
限り継続できるようにする必要がある。

補修等による
能力低下量
(約80万)

686万
（現行施設能力）

参考資料３－１３-１ 水道需要の見通しを踏まえた施設能力
第３回東京都水道事業運営戦略検討会議

（平成30年6月29日）より
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・ 中性化については、水に触れている部分は問題ないため、気相部の劣化予測が大切である。

・ １回点検を行い、√t則による中性化速度係数を算出すれば、任意の年数の中性化深さの予測が
可能となる。

・ 中性化の進行が特異な部分は、供用環境や施工時期・方法などを踏まえ、個別に対応するものと

して整理することも考えられる。

・ かぶりを定期的に把握し、鉄筋露出が確認された場合は補修するなどの対応を行うことが望ましい。

・ 一般的な供用環境にある土木構造物においては、水セメント比が50％程度の場合、かぶりは30㎜
程度確保されていれば十分である。

・ 設計値程度のかぶりが確保されていれば、乾湿繰り返しの影響部分はかぶりの安全しろの範囲内

である。

・ ひび割れ・剥離の修復履歴をデータベースに蓄積することが大切である。

・ 塩素の影響についても、濃度が数ppm程度であり、鉄筋腐食を引き起こすレベルではない。

○学識経験者からの意見(1/2)

参考資料４－１４ 予防保全型管理による施設の長寿命化
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・ 点検に当たっては、かぶりの把握が第一であるが、全面の調査を行うのは現実的ではないため、代
表点を決めて実施する方法もある。割り切って考えることも必要である。

・ 強度試験は、1回は行った方がよいと思うが、何回も行うものでもない。躯体の保護という観点から、

コア採取を何度も行わない方がよいと考える。5年に1回のコア採取は過剰だろう。

・ コンクリート標準示方書では、一般環境において、経験的に安全とみなせるかぶりが提示されてお
り、このかぶりが確保されていれば、性能照査を実施しなくても、安全と判断する実績主義の考え

方が導入されている。

・ 竣工後30年経って変状がなければ、その後、急速に変化することは考えにくい。浄水施設のかぶり
は比較的大きめに設定されているようなので、構造物の置かれている状態にもよるが、躯体として

100年は普通に持つと思う。

・ データ分析の結果より供用年数を120年と設定することは妥当である。

○学識経験者からの意見(2/2)

参考資料４－１４ 予防保全型管理による施設の長寿命化
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【バックアップがなく停止困難な施設例】
・導水渠、ポンプ井、着水井等

【大幅な施設能力の低下を伴う施設例】
・着水井、混和池、配水池等

参考資料４－２４ 予防保全型管理による施設の長寿命化

浄水処理フロー

着水井 沈殿池 ろ過池 配水池取水施設 オゾン接触池

生物活性炭吸着池

導水渠 ポンプ井
混和池
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参考資料４－３４ 予防保全型管理による施設の長寿命化

○詳細目視点検概要

点検項目 点検概要

詳細目視
ひび割れ
剥離

・施設停止して抜水し、内面の詳細な目視点検を実施して損傷を把握
・ひび割れについては、ひび割れ幅、ひび割れ間隔を測定し健全度をA～Eで評価
・剥離については、表面の目視や打音調査で剥離や鉄筋の露出、腐食状況を確認し

健全度をA～Eで評価

変状判定 最大ひび割れ幅 最小ひび割れ間隔

A 変状なし

B 小 小

C
小 大

中 小

D
中 大

大 小

E 大 大

程度 最大ひび割れ幅の計測結果

小 RC構造物 0.2mm未満 PC構造物 0.1mm未満

中
RC構造物 0.2mm以上

～0.3mm未満
PC構造物 0.1mm以上

～0.2mm未満

大 RC構造物 0.3mm以上 PC構造物 0.2mm以上

程度 最小ひび割れ間隔の計測結果

小 最小ひび割れ間隔が概ね0.5m以上

大 最小ひび割れ間隔が概ね0.5m未満

変状判定 点検結果（剥離）

A 変状なし

B ―

C 浮き・剥離が発生しているが、鉄筋の露出は見られない

D 剥離が発生し、鉄筋が露出しているが、鉄筋の腐食は軽微である

E 鉄筋が露出し、鉄筋は著しく腐食または破断している

詳
細
目
視
（
ひ
び
割
れ
）

詳
細
目
視
（
剥
離
） 31



５-３ 今後の管路更新の考え方（配水管）

① 普通鋳鉄管 明治中期から昭和15年頃までに製造された鋳鉄管

② 高級鋳鉄管 昭和5年から昭和45年頃までに製造された鋳鉄管

鋳鉄混在管 ④

初期ダクタイル管 ⑤

鋼管（ポリ無） ⑥

鋼管（ポリ有） ⑦

非耐震継手管 ⑧

耐震継手管 ⑨

　普通鋳鉄管

　高級鋳鉄管

　ダクタイル鋳鉄管 黒鉛が球状で他の黒鉛とつながらないため、地鉄の連続性が高く、強度や延性に優れている管路

　鋼管の一部 溶接技術等が向上する以前に製造されていた管路

ダクタイル鋳鉄管のうち、継手部が抜け出すおそれのある管路

ダクタイル鋳鉄管のうち、継手部に離脱防止機能を有する管路及び⑥・⑦

黒鉛が細長く片状に形成されているため、地鉄の連続性が絶たれ、黒鉛を起点にひび割れを起こしやすい管路
（高級鋳鉄管は、黒鉛の含有量が少なく、普通鋳鉄管に比べて地鉄の連続性が高まるなど強度が約２倍）

ポリエチレンスリーブが未被覆の鋼管

ポリエチレンスリーブが被覆された鋼管

③
・口径800㎜以上のうち、昭和33年までに布設された鋼管
・口径750㎜以下のうち、昭和38年までに布設された鋼管

鋼管の一部

取替困難管

⑤のうち、直管部にも高級鋳鉄管の混在の可能性が高い管路

直管部はダクタイル鋳鉄管を使用し、異形管部は高級鋳鉄管を使用している管路

種類名称

○東京水道の管路名称

参考資料５－１
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５-３ 今後の管路更新の考え方（配水管）

○鋳鉄管とダクタイル鋳鉄管の特性

ダクタイル鋳鉄管は、管体素材に球状黒鉛が使用されており、強度や靱性が高い
さらに、管内面に耐食性を有する塗装が施されているため、耐久性も高い

ポリエチレンスリーブ無し ポリエチレンスリーブ有り※

・黒鉛が細長く片状に形成
・黒鉛がつながり地鉄の連続性が絶たれる
・黒鉛を起点にひび割れを起こしやすい

× ○ ○

× ○ ○

× × ○

性能

強度
(管体の耐震性)

内面耐食
（塗装有無）

外面耐食
（ポリエチレンスリー

ブ有無）

ダクタイル鋳鉄管

・黒鉛が球状に形成
・黒鉛がつながらないため地鉄の連続性が確保される
・強度や延性に優れる

鋳鉄管

管体断面図

組成

片状 球状

※管外面を被覆しているものであり、管体が錆びにくくなる効果がある。

【参考】ポリエチレンスリーブ

参考資料５－２
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５-３ 今後の管路更新の考え方（配水管）

○震度分布図
（「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」（Ｈ２４）より）

参考資料５－３

【首都直下地震】
○東京湾北部地震（M7.3）

【海溝型地震】
○元禄型関東地震（M8.2）

○多摩直下地震（M7.3）
【活断層で発生する地震】
○立川断層帯地震（M7.4）

震源地

震源地 震源地

立川断層帯

震源域
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５-３ 今後の管路更新の考え方（配水管）

○液状化危険度分布図
（「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」（Ｈ２４）より）

参考資料５－４

【首都直下地震】
○東京湾北部地震（M7.3）

【海溝型地震】
○元禄型関東地震（M8.2）

○多摩直下地震（M7.3）
【活断層で発生する地震】
○立川断層帯地震（M7.4）

高い

低い

極めて低い

震源地

震源地 震源地

立川断層帯

震源域
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５-３ 今後の管路更新の考え方（配水管）

■ 全体 ■ 多摩

八王子市 3.2% 31.2% 31.1% 31.8% 31%

立川市 6.3% 36.6% 17.6% 69.2% 35%

武蔵野市 35.0% 56.2% 53.5% 23.5% -

三鷹市 28.4% 32.7% 39.9% 10.5% 39%

■ 区部 青梅市 0.2% 7.5% 4.9% 23.5% 30%

府中市 16.2% 31.6% 33.2% 45.1% 22%

昭島市 2.2% 44.7% 27.7% 72.7% -

千代田区 52.0% 39.4% 53.4% 0.3% 16% 調布市 25.3% 27.7% 52.3% 6.6% 32%

中央区 68.5% 64.7% 72.5% 0.4% 17% 町田市 9.3% 34.9% 64.1% 6.6% 32%

港区 44.5% 37.8% 52.8% 0.1% 29% 小金井市 17.7% 42.8% 32.4% 36.6% 27%

新宿区 34.3% 20.3% 39.2% 1.7% 17% 小平市 9.8% 38.9% 20.3% 55.5% 40%

文京区 38.5% 21.4% 37.2% 0.5% 20% 日野市 7.3% 35.2% 37.9% 67.4% 30%

台東区 61.1% 48.3% 57.0% 0.9% 12% 東村山市 13.6% 34.1% 22.3% 57.3% 22%

墨田区 79.6% 65.8% 67.5% 0.7% 19% 国分寺市 13.2% 40.2% 23.8% 68.7% 26%

江東区 76.5% 65.2% 68.5% 0.1% 32% 国立市 10.4% 47.4% 23.1% 69.0% 18%

品川区 46.2% 28.9% 52.2% 0.0% 26% 福生市 2.9% 23.5% 14.1% 64.7% 23%

目黒区 40.1% 30.7% 50.5% 0.2% 23% 狛江市 19.6% 25.8% 50.2% 1.5% 25%

大田区 67.9% 48.7% 78.1% 0.1% 26% 東大和市 8.2% 36.7% 21.7% 70.8% 19%

世田谷区 30.8% 30.5% 45.9% 1.7% 27% 清瀬市 10.2% 29.1% 27.1% 28.2% 26%

渋谷区 37.8% 24.3% 47.2% 2.0% 22% 東久留米市 10.7% 31.2% 24.6% 32.6% 27%

中野区 24.8% 22.2% 37.5% 4.0% 25% 武蔵村山市 3.6% 29.3% 20.5% 77.3% 18%

杉並区 24.9% 33.8% 39.7% 4.6% 29% 多摩市 15.2% 27.6% 50.0% 37.9% 31%

豊島区 23.9% 21.3% 35.9% 2.0% 20% 稲城市 22.4% 26.1% 53.9% 20.0% 33%

北区 32.6% 27.4% 41.6% 2.9% 21% 羽村市 3.7% 33.7% 17.9% 76.7% -

荒川区 58.3% 45.4% 54.7% 4.0% 27% あきる野市 0.6% 13.9% 9.0% 32.7% 31%

板橋区 18.4% 20.6% 31.7% 5.6% 26% 西東京市 20.7% 43.2% 34.6% 25.7% 31%

練馬区 17.2% 28.3% 27.9% 6.8% 36% 瑞穂町 5.2% 15.4% 14.3% 57.7% 20%

足立区 52.7% 52.6% 53.3% 3.2% 25% 日の出町 0.1% 8.8% 9.9% 19.3% 34%

葛飾区 71.2% 59.0% 61.5% 1.7% 25% 檜原村 0.0% 2.0% 3.6% 0.0% -

江戸川区 72.5% 56.6% 66.4% 0.0% 30% 奥多摩町 0.0% 0.0% 1.6% 2.2% 10%

区部　計 45.0% 38.7% 50.4% 2.2% 26% 多摩　計 11.7% 33.1% 34.0% 37.4% 29%

　※　被害想定算出時の耐震継手率

区名
東京湾
北部地震

多摩直下
地震

元禄型
関東地震

立川断層帯

地震
耐震継手率
（※H22末）

区名
東京湾
北部地震

多摩直下
地震

耐震継手率
（※H22末）

元禄型
関東地震

立川断層帯

地震
耐震継手率
（※H22末）

全体 34.5% 36.9% 45.2% 13.3% 27%

区名
東京湾
北部地震

多摩直下
地震

元禄型
関東地震

立川断層帯

地震

○区市町村別の断水率
（「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」（Ｈ２４）より）

参考資料５－５
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５-３ 今後の管路更新の考え方（配水管）

第5回東京都水道事業運営戦略検討会議
（平成30年10月17日）より

参考資料５－６
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○主な豪雨災害時の降水量と水道への影響

参考資料６－１６-１ 自然災害への備え（風水害対策）

１時間 24時間 72時間 都道府県数 断水戸数（戸）
河川横断管路の

被害

平成30年７月豪雨
111

（沖縄県）

602

（高知県）

1,319

（高知県）
18道府県 263,593 有り

令和２年７月豪雨

（R2.7.28時点）

109

（鹿児島県）

497

（大分県）
13県 32,006 有り

令和元年東日本台風
95

（岩手県）

942

（神奈川県）

1,001

（神奈川県）
14都県 167,986 有り

最大降水量（mm）　※気象庁より 水道への影響　※厚生労働省より

未公表
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○富士山の主な大規模噴火

年代 現象 活動経過・被害状況

1707年
大規模噴火
（宝永噴火）

噴火1～2か月前から山中のみで有感となる地震活動。
十数日前から地震活動が活発化。
前日には山麓でも有感となる地震増加。
12月16日朝に南東山麓で爆発し、黒煙、噴石、空振、降灰砂、
雷。
その日のうちに江戸にも多量の降灰。川崎で厚さ5ｃｍ。
家屋・農地が埋まった村では餓死者多数。

864～866年 大規模噴火

864年6月に噴火。
降砂礫多量。
長尾山付近から溶岩流出（青木ヶ原溶岩）。
この溶岩で人家埋没、湖の魚被害。
噴火の最盛期は噴火開始約2か月程度まで。

出典：気象庁HP

参考資料６－２６-２ 自然災害への備え（降灰対策）
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